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概要 

 多くの契約トラブルが事業者の不誠実な

広告表示により、実際の取引条件や品質な

どの事実と消費者の認識との不一致がある

まま契約してしまうことにより生起してい

る。これを回避するには現行法制度におけ

る契約締結直前のルール整備だけでは不十

分と考えられる。従来の法制度等では契約

や実害等が発現する「表出過程」以降の事

実に着目して対応せざるを得なかった。し

かし、トラブル未然防止にはそれより前の

「「認知過程」時点の消費者の錯誤（誤認）

の状況を検証する必要がある。 

 本稿では消費者法・政策の基礎理論のう

ち、契約締結過程における当事者の認知に

ついて着目し、契約締結前の「認知過程」

における錯誤（不誠実な広告表示による事

実と認識の不一致）の原因と回避策につい

て検討した。信義則や錯誤のような法の基

礎的な抽象概念を、契約プロセスの時間軸

で重ね合わせ、二つの仮説を立てて社会調

査を踏まえて検証し考察を行った。 

 調査１では、「認知過程」で通信販売の取

引条件を、脆弱ではない消費者の 5 割以上

が誤認し、不確実な修理代金を過小に見積

 
1 消費者へのサンプル調査（消費者庁「消費者意識基本調査」（2021 年））をもとに被害

確率を国民全体にあてはめて推計値を算出したもの。 

った。調査２では、適格消費者団体と消費

生活センターは、人員確保やトラブル情報

収集時の証拠確保などで、共通の困難を抱

えていることが判明した。未然に防ぐ社会

的チェックシステムの効果を十分発揮させ

るためには、広告表示の再現性を確保し、

トラブル情報収集時に科学的試験機関など

との連携を迅速化させるのと同時に、消費

者の識別能力と広告作成事業者のリテラシ

ーを高める必要がある。 

 

１．はじめに 

 2022 年版消費者白書によれば、日本の全

消費者が被ったと推定される被害額の推計

1は、GDP の１％にも及ぶ。事業者は、買主

の誤解発生を回避すべく広告を作成してい

れば、不誠実な表現にせずとも訴求可能で

はないか。この問題意識が本研究のリサー

チクエスチョンとなった。トラブル未然防

止には、契約成立以前の認知過程【図１】

から不誠実な広告表示をスクリーニングし、

消費者の錯誤を防ぐ社会的チェックシステ

ムが有効と考えられる。これは、苦情対応

等の取引コスト削減が見込め、事業者にも

意義がある。 

認知過程から生起する消費者トラブル 

不誠実な広告表示による事実と認識の不一致を回避するための社会的チェックシステムの構築 
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 本研究では①不誠実な広告表示によって

買主の認識ギャップが認知過程の段階で発

生し、消費者トラブルの端緒となっている。

②不誠実な広告表示が現行制度下では排

除・適正化されにくい（不誠実な広告表示

の排除により被害削減可能）。以上 2 つの仮

説を立てた。また、現行制度下での不誠実

な広告表示の社会的チェックシステムを、

ハードロー（消費生活センター（以下セン

ターと記載）を含む）、適格消費者団体（以

下適格団体と記載）差止請求権、ソフトロ

ー、教育によって育成された市民の 4 つに

分類し【図２】、信義則や錯誤のような民法

の基礎的な抽象概念を実際の契約プロセス

の時間軸で重ね合わせ、社会調査等を行っ

て研究を進めた。 

 

２．先行研究と問題の所在 

（2-1 錯誤は情報提供時の事業者の行動に

起因する） 

 吉田（2016）によると、日本における消

費者の権利論の最初の体系的展開を行った

のは正田彬である。正田（2010 : 11）は「国

民の生活は経済に大きく依存しており、国

民生活は消費生活という形で具体化される。

したがって、国民が安心して生活するため

の基礎は、国民の消費生活における権利の

確立にある。…人間の権利の尊重は、現代

社会の基本原則である。したがって、事業

者による事業活動は人間の権利の尊重を前

提として成り立つものでなければならない。

けっして、人間の権利と事業者の権利をど

う調整するか、どう折り合いをつけるか、

という発想であってはならない。」と主張し

た。谷本（2000）は近代市民法の基本原則

としての「人」概念と「消費者」概念との

 
2 平成 29（2017）年の民法改正により、錯誤は無効から取消し原因となった。 

関係、そして我が国における支配説を整理

した。これらの整理を踏まえた上で、谷本

（2000 : 79-80）による「しかし、「消費者

は事業者よりも情報量が少ない」と何が問

題なのであろうか。…情報量が少なくとも

消費者が商品またはサービスの内容を明確

に知ることができ満足いくのであれば何ら

問題とはならない。問題なのは、具体的な

契約にあって事業者は契約を認識している

にもかかわらず「消費者は契約内容を明確

に認識できない」ことではないだろうか。

…これは単なる力関係の格差ではなく、事

業者の「行動」が別途問題視されるべき場

面である。…消費者問題に限定すれば、仮

に消費者と事業者間では力関係に差異が存

在するとしても、一般的にそのことを問題

視すべきであるとはいえない。よって法的

人格の平等性を否定し、差異的な取り扱い

をなす必要性については一般に肯定し得な

いように思われる。」との検討は興味深い。

また谷本（2000）は、支配説と同じ立場に

立ちながらも、より緻密な整理を行う中で

支配説とは若干異なる視点を提示したのが

大村であると紹介している。 

 民法の意思表示の無効2原因である錯誤

に関しては、動機の錯誤を含むか否かによ

る一元論／二元論との対立があり、山本

（2011 : 184）によれば伝統的錯誤理論は

二元論を採用してきた。そこには我が国の

民法制定の歴史的な背景が関係し、星野

（2010）、河上（2021）、山本（2017）など

多くの学者がそのルーツを解説している。

それに対し、大村（2011）の整理による「情

報処理＝行動＝情動モデル」は、錯誤が真

意の欠落であるとされている点に着目し、

表意者の内心の過程に重点を置き、フラン



2023年 7 月   

消費者政策研究 Vol.04 

17 

 

スの錯誤論、つまり一元論に近い考え方で

あると述べている。 

 

（2-2 契約前の認知過程で錯誤が生まれる） 

 筆者は特に、契約締結過程の錯誤モデル

を示した大村（2011）が提案する「認知過

程」【図１】に着目した。大村（2011 : 75-

78）は、契約締結過程における考慮要因と

して、「限定された情報・限定された判断力・

限定された時間の中で行動する消費者の意

思決定を十分に説明できるモデルには、よ

り一般的な説明力が期待できる」として、

「情報処理＝行動＝情動モデル」として提

案し、その「情報処理」の部分の手がかり

として、「事実と認識との不一致」という錯

誤の定義を検討した。他方、19 世紀のドイ

ツで形成された「意思表示理論」を用いて

意思表示プロセスを分析すると、「効果意思」

を出発点に据えてそこから外面的な意思表

示に至る。つまり支配説では「動機」がプ

ロセスの枠外に置かれる。 

 先行研究者のうち、信義則の支配を常に

意識しながら債務と契約関連責任の全体像

を河上（2014）がイメージ図を示して解説

している。本研究では河上（2014：97 図１）

が示したイメージ図に、大村（2011）の提

案による意思表示プロセスのモデルを時間

軸で重ね合わせることを試みた。そして調

査１により契約準備段階である認知過程時

点での消費者の誤認発生状況を確認し、不

誠実な広告表示による事実と認識の不一致

を回避するための社会的チェックシステム

構築について検討した。【図３】には、独立

行政法人国民生活センターの各種公表資料

から一例3を挙げ、契約意思表示理論のプロ

 
3 国民生活センター『報道発表資料（令和３年 10 月 7 日）』【事例１】

<https://www.kokusen.go.jp/pdf/n-20211007_2.pdf>（最終閲覧 2022 年 2 月 11 日） 

セス上に事例の冒頭場面をプロットしてい

る。不誠実な広告表示による事実と消費者

の認識の不一致の問題は、【図３】の左端に

ある「認知過程」、中央の「判断過程」、右

端の「表出過程」（各過程が overlap してい

る）のうち、赤点丸で囲んだ左端の「認知

過程」から生起していると思われる。しか

し、現在の通説・判例において錯誤理論が

及ぶのは 時間的に後にあたる右端の「表出

過程」以降である。高嶌（2000）は自己責

任原則について、自己決定への不当な影響

は極力排除すべきであり、従来の主要学説

（騙される方も悪い）とは逆の結論を導き

うると主張しており、筆者は高嶌の主張に

賛成である。 

 

（2-3 打消し表示の文字の位置や大きさは

有意な効果はない） 

 広告の誤認に関する 2007 年頃までの概

念研究とレビュー論文、実証研究をまとめ

た竹内（2010 : 22-29）は、広告のネガテ

ィブな短期効果としてその表現内容がもた

らす誤認を挙げている。また、既存ブラン

ドにおいても誤認発生は不可避と指摘して

おり、この状況は現在も変わらないと思わ

れる。竹内（2010 : 29）は、広告効果を測

定する中で、誤認の有無によって、広告効

果のプロセスにいかなる影響を及ぼし、ど

のような差異が発生するのか、あるいは発

生しないのかを検討することが１つのテー

マとして重要な意味を持つだろうと述べて

いる。森・髙橋（2020 : 67）によると、広

告において、商品・サービスの特徴を人々

に印象付けるために強調表示が用いられる

一方、その強調から消費者が通常予期出来
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ないような事項に注意書き（打消し表示）

を設けることが必要とされている。森・髙

橋（2020 : 71）は、その打消し表示につい

て、文字の大きさ等がどこまで重要か、ラ

ンダム化比較実験の手法を用いたサーベイ

実験を行った。その結果、打消し表示の文

字の位置や大きさは、人が打消し表示を見

る程度に対して有意な効果は無いことがわ

かり、広告の打消し表示の理解に影響を与

える要素は何か、引き続き検討が必要とし

ている。 

 森・髙橋（2020 : 89-90）の検証の結果、

今後の調査の課題として、打消し表示の表

記の仕方による効果の検証、そして打消し

表示を理解した程度の検討との二点を挙げ

た。また、仮に打消し表示をしっかり見て

いてもその内容を正しく理解しているとは

限らず、理解した程度は見た程度と違い、

理解した内容が誤解であるとの事態が起こ

りやすいと思われるので、客観的な指標に

よる測定が必要であると述べた。その一法

として、内容に関するクイズ的な質問を行

う方法を挙げている。 

 

（2-4 直ちに違法とまではいえない不誠

実な広告表示の排除等困難性の問題） 

 現行法制度下における包括的な広告規制

の全体像は、特定の取引や業種等を対象と

する特別法4を除いて鈴木（2011 : 59）が

概観している【表１】。表の網掛け部分はも

っぱら事業者同士が当事者となるものであ

り、一般消費者が関与する包括的な広告表

示規制は、概ね景品表示法（景表法）のみ

であることがわかる。宗田（2019 : 38）は、

「今日の景表法は、民事法上の権利として、

 
4 例えば、医薬品医療機器等法（薬機法）、宅地建物取引業法（宅建業法）、金融商品取引

法（金商法）、家庭用品品質表示法（家表法）、食品表示法、特定商取引法（特商法）等。 

不当表示に関する適格消費者団体の差止請

求権のみを規定し、従来とは異なり無過失

損害賠償請求権を規定していない。消費者

の金銭的被害救済を行うには、不当表示を

故意又は過失を要する不法行為（民法 709

条）として構成する方法が考えられるとこ

ろ、…故意又は過失の立証は、決してすべ

ての事例で容易であるわけではなく、この

方法には、限界がある。」と指摘した。する

と、これは違法であると明確な判例が存在

するような表示でない限り、目にした広告

に一定の「不誠実さ」が存在するとしても、

それだけで違法性を主張することは困難だ。 

 広告コンテンツのライフサイクルにおい

ては多数のロールが介在し、その商流は極

めて複雑化している。広告主が景表法上の

責任主体となるにもかかわらず、デジタル

広告の商流と機械的な仕組み上では、広告

主が広告内容を把握して広告先を予め選択

することが困難である。窪（2021 : 93-95）

は、第三者の作成によるコンテンツが好ま

しくないメディアに配信されることがあり

得ると述べ、また予め広告先が決まってい

なければ、データ削除も困難であると指摘

している。この問題では広告代理店の果た

す役割が大きいと考えられる。しかし広告

代理店は現行規制下で責任を問われる表示

主体とはならず、処分の対象にもならない。

被害が未発生の段階では、問題の広告（特

にデジタル広告）の内容、品質管理に関し

て、誰に責任を求め負わせるかが曖昧とな

り、実際の広告製作者に内容の品質管理へ

のインセンティブが生まれにくい環境とい

える。加えて、デジタル広告特有に責任追

及を難しくする要素として、広告表示の再
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現性確保困難が挙げられる。広告の内容も

業者側で簡単に書き換えられてしまうため、

トラブル発現以降では証拠収集等が困難で

ある。 

 トラブル未然防止には、不誠実な広告表

示を「判断過程」以降の段階でチェックす

るのでは too late であり、より早期（【図

３】の左側）の認知過程での介入が必要と

考える。 

 

３．調査１（事業者の広告で認知過程の消

費者に錯誤が生ずる実例） 

 2022 年 3 月から 5 月に、認知過程におい

て、不誠実な広告表示による消費者の錯誤

はどの程度発生するかを調査した。機縁法

により 20〜70 歳代の対象者に、通信販売と

修理サービスの不誠実な広告表示例を見せ

てクイズ的な質問を行い、127 名から回答

を得た。その結果、認知過程といえる段階

で脆弱ではない消費者の 5 割以上が、通信

販売の取引条件を誤認し、不確実な修理代

金を過小に見積った【表２】。 

 通信販売の事例 A では初回支払額、2 回

目以降の支払額、解約可能時期を尋ねた。

画面に金額や数量を記載していたが、初回

支払金額の正答割合が 98.4％だったのに

対し、2 回目以降の支払金額の正答割合は

34.9％、2 回目以降はないとの誤解もあっ

た。さらに、解約可能時期について尋ねた

結果、正答割合は 7.9%まで下がり（消費者

が申し出た時点でいつでも 62.7％、商品発

送前または受領前なら 29.4％）、３問の平

均正答率は 47％、つまり５割以上が誤認し

た。各問の正答率の低下が、１画面中の項

目ごとの「不誠実さ」を表しているといえ

 
5 消費者庁（2022）「令和 3 年特定商取引法・預託法等改正に係る令和 4 年 6 月 1 日施行

に向けた事業者説明会資料」

<https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_transaction/amendment/2021/asset

る。２回目以降の支払い金額も、はじめか

ら小文字の注記（打消し表示）が不要な表

現にしておけば済むことである。さらに広

告上の解約条件の記載に「いつでも」と書

かれていた場合、92％の消費者が誤解して

おり、「いつでも」ではなく、「規約に従っ

て解約 OK」と正直に書くことができよう。

もっとも通信販売の解約は事業者の規約に

従うのが原則である。解約条件の誤解は広

告の問題のみならず消費者のリテラシー不

足も一因と推測され、消費者教育で注力す

べき点といえる。 

 通信販売の広告規制は、従来から特定商

取引法施行規則第 8 条等に定められ、「意に

反して契約の申し込みをさせようとする行

為」にかかるガイドライン等にも細かな規

定がある。しかしこれらは遵法意識を持た

ない相手には無意味である。また、そこま

で悪質な相手でなくとも、消費者が誤解し

ないようにとのルール趣旨、つまり保護法

益の理解不足と思われる広告表示は多く、

サイト内の“どこか”に条件を書いてさえ

しまえば、その“どこか”を見つけられな

かった消費者に責任転嫁されてしまう恐れ

がある。近年、１度限りのお試しのつもり

が複数回の商品購入を必要とする定期購入

契約であった、解約しようにも事業者と連

絡が取れない、申込時と比較して解約には

かなり複雑な手続きや追加資料の提出を求

められる等、事例 A と同種の通信販売によ

るトラブル相談が急激かつ大幅に増加した

ことから法改正に至った。2022 年 6 月施行

の改正特定商取引法では、通信販売につい

ての規定が新設され、今後は改正法の効果

が期待される5。もっともこれらは【図３】
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の「表出過程〜契約成立時点」での規律で

あることに注意が必要だ。 

 調査１の結果から、筆者の第一の仮説は

強く支持された。不誠実な広告表示が、必

ずしも脆弱とは言えない一般消費者にも早

期から錯誤を与えて消費者被害を生起する

といえ、認知過程の段階で更なる社会的チ

ェックシステムを導入すべきだと明確に説

明できる。このような誤解の存在を想定す

れば、ただ最終確認画面に法定事項を漏れ

なく記載しただけでは、情報提供として不

十分な可能性がある。つまり、消費者に対

して誤解していないか（しているかもしれ

ないと）気付かせる行動が必要なのではな

いか。そして消費者が誤解も過度な期待も

ないニュートラルな状態に置かれた上で、

最終確認画面で改正法の規定に従った条件

を消費者にしっかりと確認させる姿勢が事

業者に求められる。この‘気付かせる＋確

認させる’行為は事業者の営業姿勢に依拠

せざるを得ない。この姿勢の有無は、売主

が消費者志向経営を推進しているかどうか

の一つの判断材料になりうる。先行研究を

踏まえると、更なるチェックシステムはハ

ードローのみに求めるのではなく、ステー

クホルダーによる創発的な監視を軸に、そ

の監視の網からこぼれた場合にハードロー

で補強されるような仕組みが有効ではない

か。 

 

４．調査２（適格団体の機能行使に必要な

要因のアンケート調査） 

 日本の現法制度下で、認知過程で不誠実

な広告表示を差し止めするには、鈴木（2011）

が整理したように、不特定多数消費者の権

 

s/consumer_transaction_cms202_220322_01.pdf>（最終閲覧 2022 年 5 月 27 日） 
6 2022 年 4 月時点の認定団体数。 

利擁護のために法定の権能が与えられた、

適格団体による表示差止請求権行使が唯一

の方法と考えられる【表１】。そこで 2022

年４月から 5 月に、全国の適格団体 22 団

体6に対し、不誠実な広告表示のスクリーニ

ングに関する課題等の聴き取り調査を行い、

86.4％の 19 団体から回答を得た。すると 4

つの社会的チェックシステムのうち、適格

団体とセンターとで、人員不足やトラブル

情報収集時の証拠確保困難など共通の困難

を抱えていることが判明した。社会的チェ

ックシステムのうち、適格団体の機能を十

分発揮させるためには、予算措置や法改正

に加えて、広告表示の再現性を確保し、ト

ラブル情報収集時にセンターや科学的試験

機関などを含む関係者との連携を充実・迅

速化させる必要がある。さらに追加的なヒ

アリングの結果、デジタル社会に適応した

団体活動等のテレワーク化への期待もみら

れた。不誠実な広告表示のスクリーニング

には、適格団体が市民と連携して教育の一

環として行う情報収集活動も効果的と思わ

れる。認知過程において事実と認識の不一

致を回避してトラブルを削減するには、教

育によって育成されたより多くの消費者市

民の目が不誠実な広告表示のスクリーニン

グに加わり、社会的チェックシステムが創

発的に機能するよう、官民双方からの支援

が求められる。 

 

５．まとめと若干の考察 

 不誠実な広告表示による事実と認識の不

一致を回避するための社会的チェックシス

テムの効果発揮には、誰に何が求められる

か。筆者が分類した 4 つの社会的チェック
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システムに照らし合わせて、3 点考えを挙

げる。 

 1 点目は、デジタルターゲティング広告

を判例7や研究者による示唆をもとに「広告

か勧誘か」検討した場合、限りなく「勧誘」

に近いと言えるのではないか。少なくとも

経済的対価性を伴う取引では、デジタル広

告と勧誘とでルールを区別しないようハー

ドローによる施策を検討しても良いのでは

ないか。 

 2 点目は、適格団体への官民双方からの

支援による情報収集の高速化である。適格

団体の表示差止請求が少ない理由として、

証拠収集困難のほかに、差止提訴前の申し

入れ段階で改善が図られるからとの回答が

見られた。差止業務の初期段階の申入れ活

動が活発になることで、不誠実な広告表示

の早期改善が期待できる。それには適格団

体がトラブル情報収集時に、センターや科

学的試験機関などを含む関係者とさらなる

連携を深める必要がある。さらにランダム

に出現する広告表示の問題には広告作成会

社や ASP 等に広告を保存する義務を課すな

ど、証拠収集の支援策が必要であることが

調査２の結果から明らかである。国や自治

体等による適格団体と試験機関との連携斡

旋などに加え、業界団体など民間による調

査や情報提供協力など、センター、適格団

体、ソフトローによる方策が考えうる。 

 3 点目は、消費者・事業者双方への教育

の充実である。事業者には、広告作成時の

リテラシー醸成が必須である。消費者には、

取引相手が定める条件等を自ら識別する能

力と行動が求められる。これらは事業者、

消費者双方への教育・啓発を継続的に繰り

返すことでしか実現しない。現在、広告を

作成する中小事業者への教育啓発機会やそ

の窓口が不足しているのではないか。消費

行動が本格化する学校卒業後の成人が、時

機に応じて消費者教育を反復して受けられ

る環境が未整備なのではないか。教育の担

い手不足も指摘され、行政は担い手確保事

業を講じている。適格団体は教育の担い手

にもなりうる。 

 

６．おわりに 

 本研究の第一の仮説は、調査１の結果か

ら強く支持された。第二の仮説は、調査２

により前段が支持され、括弧内の後段は、

今後適格団体への支援により差止活動が更

に充実し、被害減少推移が確認されれば証

明されるものと期待する。これからは、①

不誠実な広告表示を認知過程でスクリーニ

ングする目を増やす教育に注力し、ステー

クホルダー全体で創発的に強固な社会的チ

ェックシステムを構築すれば、時間のかか

る法改正のみに依らずとも、不誠実な広告

表示を排除できる【図４】。また、②消費者

トラブル削減のための社会的チェックシス

テムは、認知過程から働かせるべきである

【図３の赤点丸部分】。 

 

 ※本研究及び本稿の構想や意見について

は、筆者の過去・現在の所属先に関連する

ものではなく、筆者個人の考えである。 

 
7 最高裁平成 29 年１月 24 日第三小法廷判決（平成 28 年（受）第 1050 号：クロレラチラ

シ配布差止等請求事件） 
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出典：大村（2011 : 79） 

【図１】大村が意思決定過程の局面における統一的理解のために提案したモデル 

 

 

 

出典：図は筆者による。 

【図２】筆者が 4 つに分類した現行制度下における社会的チェックシステム 

 

 

 
出典：図は河上（2014）、大村（2011）をもとに筆者作成。 

【図３】大村のモデルに支配説と河上のイメージ図を時間軸で重ねて事例をプロットした図 
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【表１】現行法制度下における包括的な広告表示規制の全体像 

 

出典：鈴木（2011 : 59）をもとに筆者編集。 

 

 

【表２】調査１の結果概要 

 

出典：表は筆者による。 

 

 

 

【図４】創発による強固な社会的チェックシステム構築のイメージ 
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